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貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者の労働時間等の改善のための基準の在り方

について（報告） 

 

 

貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者の労働時間等の改善のための基準の在り

方については、労働政策審議会労働条件分科会の下に設置された自動車運転者労働時間等

専門委員会トラック作業部会において、令和３年４月 30 日以降、精力的に議論を深めてき

たところである。 

 

自動車運転者の労働時間等の規制については、「自動車運転者の労働時間等の改善のた

めの基準」（平成元年労働省告示第７号。以下「改善基準告示」という。）により、拘束時

間、休息期間等について上限基準等が設けられ、その遵守を図ってきた。 

 しかしながら、脳・心臓疾患による労災支給決定件数において、運輸業・郵便業が全業

種において最も支給決定件数の多い業種（令和３年度：59 件（うち死亡の件数は 22 件））

となるなど、依然として長時間・過重労働が課題となっている。また、自動車運転者の過

重労働を防ぐことは、労働者自身の健康確保のみならず、国民の安全確保の観点からも重

要である。 

 改善基準告示は、法定労働時間の段階的な短縮を踏まえて見直しが行われた平成９年の

改正以降、実質的な改正は行われていないが、この間、労働者１人当たりの年間総実労働

時間は、緩やかに減少（令和３年 1,633 時間（平成５年比：－287 時間））している。 

 また、「血管病変等を著しく増悪させる業務による脳血管疾患及び虚血性心疾患等の認

定基準」（脳・心臓疾患に係る労災認定基準）については、平成 13 年の改正で、新たに、

発症前１か月間に 100 時間または２～６か月間平均で月 80 時間を超える時間外労働（休

日労働を含む。）が評価対象に加えられ、令和３年の改正では、さらに勤務間インターバル

が短い勤務についても評価対象に加えられた。 

そして、平成 30 年に成立した働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法

律（平成 30 年法律第 71 号。以下「働き方改革関連法」という。）では、労働基準法が改正

されて新たに時間外・休日労働の上限が設けられ、罰則をもってその履行が確保されるこ

ととなった。自動車運転者についても、令和６年４月以降、時間外労働について、月 45 時

間及び年 360 時間の限度時間並びに、臨時的特別な事情がある場合での年 960 時間の上限

時間が適用されることとされたところである。 

また、働き方改革関連法の国会附帯決議事項として、過労死等の防止の観点から改善基

準告示の総拘束時間等の改善を求められている。 

 

このような背景の下、当作業部会において改善基準告示及び関係通達の在り方について

検討を行った結果は、下記のとおりである。 

この報告を受けて、厚生労働省において、令和６年４月の施行に向けて、改善基準告示

及び関係通達の改正を速やかに行うとともに、関係者に幅広く周知を行うことが適当であ

る。 

別添 
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記 

 

貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者の労働時間等の改善のための基準につい

ては、次のとおり改めることが適当である。 

 

１ １か月当たりの拘束時間について 

  拘束時間は、年間の総拘束時間が 3,300 時間、かつ、１か月の拘束時間が 284 時間を

超えないものとする。 

ただし、労使協定により、年間６か月までは、年間の総拘束時間が 3,400 時間を超え

ない範囲内において、１か月の拘束時間を 310 時間まで延長することができるものとす

る。この場合において、１か月の拘束時間が 284 時間を超える月が３か月を超えて連続

しないものとし、１か月の時間外・休日労働時間数が 100 時間未満となるよう努めるも

のとする。 

 

２ １日の拘束時間、休息期間について 

（１）拘束時間 

・ １日（始業時刻から起算して 24 時間をいう。以下同じ。）についての拘束時間は、   

13 時間を超えないものとし、当該拘束時間を延長する場合であっても、１日につい

ての拘束時間の限度（以下「最大拘束時間」という。）は 15 時間とする。 

・ ただし、自動車運転者の１週間における運行がすべて長距離貨物運送（一の運行

（自動車運転者が所属する事業場を出発してから当該事業場に帰着するまでをい

う。以下同じ。）の走行距離が 450 ㎞以上の貨物運送をいう。以下同じ。）であり、

かつ、一の運行における休息期間が住所地以外の場所におけるものである場合、当

該１週間について２回に限り最大拘束時間を 16 時間とすることができる。 

・ 最大拘束時間まで延長する場合であっても、１日についての拘束時間が 14 時間

を超える回数（※）をできるだけ少なくするよう努めるものとする。 

（※）通達において、「１週間について２回以内」を目安として示すこととする。 

 

（２）休息期間 

・ 休息期間は、勤務終了後、継続 11 時間以上与えるよう努めることを基本とし、継

続９時間を下回らないものとする。 

・ ただし、自動車運転者の１週間における運行がすべて長距離貨物運送であり、か

つ、一の運行における休息期間が住所地以外の場所におけるものである場合、当該

１週間について２回に限り、継続８時間以上とすることができる。この場合におい

て、一の運行終了後、継続 12 時間以上の休息期間を与えるものとする。 
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３ 運転時間について 

運転時間は、２日を平均し１日当たり９時間、２週間を平均し１週間当たり 44 時間を

超えないものとする。 

 

４ 連続運転時間について 

連続運転時間（１回が概ね連続 10 分以上（※）で、かつ、合計が 30 分以上の運転の中

断をすることなく連続して運転する時間をいう。以下同じ。）は、４時間を超えないもの

とする。当該運転の中断は、原則休憩とする。 

（※）通達において、「概ね連続 10 分以上」とは、例えば、10 分未満の運転の中断が３回

以上連続しないこと等を示すこととする。 

 ただし、サービスエリア、パーキングエリア等に駐車又は停車できないことにより、

やむを得ず連続運転時間が４時間を超える場合には、30 分まで延長することができるも

のとする。 

 

５ 予期し得ない事象に遭遇した場合について 

事故、故障、災害等、通常予期し得ない事象に遭遇し、一定の遅延が生じた場合には、

客観的な記録が認められる場合に限り、１日の拘束時間、運転時間（２日平均）、連続運

転時間の規制の適用に当たっては、その対応に要した時間を除くことができることとす

る。勤務終了後の休息期間は、継続 11 時間以上与えるよう努めることを基本とし、継続

９時間を下回らないものとする。 

（具体的な事由） 

ア 運転中に乗務している車両が予期せず故障した場合 

イ 運転中に予期せず乗船予定のフェリーが欠航した場合 

ウ 運転中に災害や事故の発生に伴い、道路が封鎖された場合、道路が渋滞した場合 

エ 異常気象（警報発表時）に遭遇し、運転中に正常な運行が困難となった場合 

 

６ 住所地における休息期間について 

  自動車運転者の住所地における休息期間がそれ以外の場所における休息期間より長

くなるように努めるものとする。 

 

７ 拘束時間及び休息期間の特例について 

（１）休息期間の分割の特例 

・ 業務の必要上、勤務終了後、継続９時間以上(※)の休息期間を与えることが困難な

場合には、当分の間、一定期間における全勤務回数の２分の１を限度に、休息期間

を拘束時間の途中及び拘束時間の経過直後に分割して与えることができるものと

する。この場合において、分割された休息期間は、１日において 1 回当たり継続３

時間以上、合計 10 時間以上でなければならないものとする。 
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（※）長距離貨物運送に従事する自動車運転者であって、１週間における運行がすべ

て長距離貨物運送であり、かつ、一の運行における休息期間が住所地以外の場

所におけるものである場合は継続８時間以上 

・ なお、一定期間は、１か月程度を限度とする。分割は、２分割に限らず、３分割

も認められるが、３分割された休息期間は１日において合計 12 時間以上でなけれ

ばならないものとする。この場合において、休息期間が３分割される日が連続しな

いよう努めるものとする。 

 

（２）２人乗務の特例 

・ 自動車運転者が同時に１台の自動車に２人以上乗務する場合（車両内に身体を伸

ばして休息することができる設備がある場合に限る。）においては、最大拘束時間を

20 時間まで延長することができる。また、休息期間は４時間まで短縮することがで

きる。 

・ ただし、当該設備が次のいずれにも該当する車両内ベッド又はこれに準ずるもの

（以下「車両内ベッド等」という。）であるときは、拘束時間を 24 時間まで延長す

ることができる。 

・ また、当該車両内ベッド等において８時間以上の仮眠時間を与える場合には、当

該拘束時間を 28 時間まで延長することができる。 

・ この場合において、一の運行終了後、継続 11 時間以上の休息期間を与えるものと

する。 

 ア 車両内ベッドは、長さ 198cm以上、かつ、幅 80cm以上の連続した平面であるこ

と。 

 イ 車両内ベッドは、クッション材等により走行中の路面等からの衝撃が緩和され

るものであること。 

 

（３）隔日勤務の特例 

 ・ 業務の必要上、やむを得ない場合には、当分の間、次の条件の下で隔日勤務に就

かせることができるものとする。 

・ ２暦日における拘束時間は、21 時間を超えてはならないものとする。ただし、事

業場内仮眠施設又は使用者が確保した同種の施設において、夜間に４時間以上の仮

眠時間を与える場合には、２週間について３回を限度に、この２暦日における拘束

時間を 24 時間まで延長することができるものとする。この場合においても、２週間

における総拘束時間は 126 時間（21 時間×６勤務）を超えることができないものと

する。 

・ 勤務終了後、継続 20 時間以上の休息期間を与えなければならないものとする。 

 

（４）フェリーに乗船する場合の特例 

・ 自動車運転者が勤務の中途においてフェリーに乗船する場合、フェリーに乗船し

ている時間は、原則として、休息期間として取り扱うものとする。 
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・ その場合、休息期間とされた時間を与えるべき休息期間の時間から減ずることが

できるが、減算後の休息期間は、２人乗務の場合を除き、フェリー下船時刻から勤

務終了時刻までの間の時間の２分の１を下回ってはならないものとする。なお、

フェリーの乗船時間が８時間（※）を超える場合には、原則としてフェリー下船時刻

から次の勤務が開始されるものとする。 

       (※）２人乗務の場合には４時間、隔日勤務の場合には 20 時間 

 

８ 休日労働について 

  休日労働は２週間について１回を超えないものとし、当該休日労働によって、上記に

定める拘束時間の限度を超えないものとする。 

 

 

以 上                  

 

 

 


